
 
 

 

 

 

 

参考資料 
 

 

 

 
     

 

 

 

 

 
 



参考資料

 
 

東京都男女平等参画基本条例 
 
目次 

前文 

 第1章 総則（第1条―第7条） 

  第2章 基本的施策（第8条―第11条） 

  第3章 男女平等参画の促進（第12条・第13条） 

 第4章 性別による権利侵害の禁止（第14条） 

  第5章 東京都男女平等参画審議会（第15条―第19条） 

  附則 

 

 男性と女性は、人として平等な存在である。男女は、互いの違いを認めつつ、個人の人

権を尊重しなければならない。 

 東京都は、男女平等施策について、国際社会や国内の動向と協調しつつ、積極的に推進

してきた。長年の取組により男女平等は前進してきているものの、今なお一方の性に偏っ

た影響を及ぼす制度や慣行などが存在している。 

 本格的な少子高齢社会を迎え、東京が今後も活力ある都市として発展するためには、家

庭生活においても、社会生活においても、男女を問わず一人一人に、その個性と能力を十

分に発揮する機会が確保されていることが重要である。男女が社会の対等な構成員として

社会のあらゆる分野の活動に共に参画することにより、真に調和のとれた豊かな社会が形

成されるのである。 

 すべての都民が、性別にかかわりなく個人として尊重され、男女が対等な立場であらゆ

る活動に共に参画し、責任を分かち合う男女平等参画社会の実現を目指し、ここに、この

条例を制定する。 

 

 

   第1章 総則 

（目的） 

第1条 この条例は、男女平等参画の促進に関し、基本理念並びに東京都（以下「都」と

いう。）、都民及び事業者の責務を明らかにするとともに、都の施策の基本的事項を定め

ることにより、男女平等参画の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女平

等参画施策」という。）を総合的かつ効果的に推進し、もって男女平等参画社会を実現す

ることを目的とする。 

（定義） 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 男女平等参画 男女が、性別にかかわりなく個人として尊重され、及び一人一人に

その個性と能力を発揮する機会が確保されることにより対等な立場で社会のあらゆ

る分野における活動に共に参画し、責任を分かち合うことをいう。 

二 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての男
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女間の格差を改善するため、必要な範囲において、男女のいずれか一方に対し、当該

機会を積極的に提供することをいう。 

三 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環

境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与え

ることをいう。 

（基本理念） 

第3条 男女平等参画は、次に掲げる男女平等参画社会を基本理念として促進されなけれ

ばならない。 

一 男女が、性別により差別されることなく、その人権が尊重される社会 

二 男女一人一人が、自立した個人としてその能力を十分に発揮し、固定的な役割を強

制されることなく、自己の意思と責任により多様な生き方を選択することができる社

会 

三 男女が、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動及び政治、経済、地

域その他の社会生活における活動に対等な立場で参画し、責任を分かち合う社会 

（都の責務） 

第4条 都は、総合的な男女平等参画施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

2 都は、男女平等参画施策を推進するに当たり、都民、事業者、国及び区市町村（特別

区及び市町村をいう。以下同じ。）と相互に連携と協力を図ることができるよう努めるも

のとする。 

（都民の責務） 

第5条 都民は、男女平等参画社会について理解を深め、男女平等参画の促進に努めなけ

ればならない。 

2 都民は、都が行う男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第6条 事業者は、その事業活動に関し、男女平等参画の促進に努めなければならない。 

2 事業者は、都が行う男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。 

（都民等の申出） 

第7条 都民及び事業者は、男女平等参画を阻害すると認められること又は男女平等参画

に必要と認められることがあるときは、知事に申し出ることができる。 

2 知事は、前項の申出を受けたときは、男女平等参画に資するよう適切に対応するもの

とする。 

 

   第2章 基本的施策 

（行動計画） 

第8条 知事は、男女平等参画の促進に関する都の施策並びに都民及び事業者の取組を総

合的かつ計画的に推進するための行動計画（以下「行動計画」という。）を策定するもの

とする。 

2 知事は、行動計画を策定するに当たっては、都民及び事業者の意見を反映することが

できるよう、適切な措置をとるものとする。 

3 知事は、行動計画を策定するに当たっては、あらかじめ東京都男女平等参画審議会及

－ 212 －



参考資料

 
 

び区市町村の長の意見を聴かなければならない。 

4 知事は、行動計画を策定したときは、これを公表しなければならない。 

5 前三項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

（情報の収集及び分析） 

第9条 都は、男女平等参画施策を効果的に推進していくため、男女平等参画に関する情

報の収集及び分析を行うものとする。 

（普及広報） 

第10条 都は、都民及び事業者の男女平等参画社会についての理解を促進するために必要

な普及広報活動に努めるものとする。 

（年次報告） 

第11条 知事は、男女平等参画施策の総合的な推進に資するため、男女平等参画の状況、

男女平等参画施策の実施状況等について、年次報告を作成し、公表するものとする。 

 

   第3章 男女平等参画の促進 

（決定過程への参画の促進に向けた支援） 

第12条 都は、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の決定

過程への男女平等参画を促進するための活動に対して、情報の提供その他必要な支援を行

うよう努めるものとする。 

（雇用の分野における男女平等参画の促進） 

第13条 事業者は、雇用の分野において、男女平等参画を促進する責務を有する。 

2 知事は、男女平等参画の促進に必要と認める場合、事業者に対し、雇用の分野におけ

る男女の参画状況について報告を求めることができる。 

3 知事は、前項の報告により把握した男女の参画状況について公表するものとする。 

4 知事は、第2項の報告に基づき、事業者に対し、助言等を行うことができる。 

 

   第4章 性別による権利侵害の禁止 

第14条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。 

2  何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 

3 家庭内等において、配偶者等に対する身体的又は精神的な苦痛を著しく与える暴力的

行為は、これを行ってはならない。 

 

   第5章 東京都男女平等参画審議会 

（設置） 

第15条 行動計画その他男女平等参画に関する重要事項を調査審議するため、知事の附属

機関として東京都男女平等参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第16条 審議会は、知事が任命する委員25人以内をもって組織する。 

2 委員は、男女いずれか一方の性が委員総数の四割未満とならないように選任しなけれ

ばならない。 

（専門委員） 
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第17条 専門の事項を調査するため必要があるときは、審議会に専門委員を置くことがで

きる。 

（委員の任期） 

第18条 委員の任期は2年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

2 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでとする。 

（運営事項の委任） 

第19条 この章に規定するもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事

が定める。  

 

   附 則 

 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 
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(50音順・敬称略）

現　　　職　　　等 備　　考

委　　員 大 久 保 幸 夫 株式会社リクルートホールディングス　リクルートワークス研究所所長
男女平等参画部会
委員

委　　員 大 場 や す の ぶ 東京都議会議員 平成28年12月21日まで

委　　員 片 井 み ゆ き 東京女子医科大学東医療センター性差医療部准教授

委　　員 加 藤 育 男 福生市長 平成28年9月2日から

委　　員 加 藤 尚 子 明治大学文学部准教授
配偶者暴力対策部会
委員

委　　員 金 子 隆 一 国立社会保障・人口問題研究所副所長

委　　員 栗 林 知 絵 子 特定非営利活動法人豊島子どもＷＡＫＵＷＡＫＵネットワーク理事長
男女平等参画部会
委員

委　　員 河 野 ゆ り え 東京都議会議員 平成28年12月21日まで

委　　員 古 賀 俊 昭 東京都議会議員

委　　員 坂 本 義 次 檜原村長

会　　長 佐 々 木 常 夫 株式会社佐々木常夫マネージメント・リサーチ代表

委　　員 里 吉 ゆ み 東京都議会議員 平成28年12月22日から

委　　員 治 部 れ ん げ 経済ジャーナリスト
男女平等参画部会
委員

委　　員 菅 原 淳 子 二松學舍大学学長

委　　員 大 門 さ ち え 東京都議会議員 平成28年12月22日から

委　　員 髙 橋 史 朗 明星大学教育学部特別教授

委　　員 武 石 恵 美 子 法政大学キャリアデザイン学部教授
男女平等参画部会
部会長

委　　員 塚 越 学 特定非営利活動法人ファザーリング・ジャパン理事

会長代理 並 木 一 夫 元東京都生活文化局長
男女平等参画部会
部会長代理

委　　員 成 澤 廣 修 文京区長

委　　員 西 尾 昇 治 東京商工会議所常務理事

委　　員 平 井 康 行 （一社）東京経営者協会常務理事

委　　員 真 島 明 美 日本労働組合総連合会東京都連合会男女平等局長

委　　員 ま つ ば 多 美 子 東京都議会議員

委　　員 溝 口 正 恵 東京都民生児童委員連合会常任協議員

委　　員 山 崎 新 弁護士
配偶者暴力対策部会
部会長代理

委　　員 山 田 昌 弘 中央大学文学部教授
配偶者暴力対策部会
部会長

専門委員 中 島 幸 子 特定非営利活動法人レジリエンス代表
配偶者暴力対策部会
委員

専門委員 田 村 伴 子 特定非営利活動法人女性ネットSaya-Saya理事
配偶者暴力対策部会
委員

氏　名

　　　東 京 都 男 女 平 等 参 画 審 議 会 委 員 名 簿
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東京都男女平等参画を進める会設置要綱 

 

         平成 13 年 8 月 23 日 

        13 生文総参第 91 号決定 

                         平成 14 年 1 月 29 日 

                         13 生文総参第 183 号一部改正 

                         平成 14 年 4 月 1 日 

                         14 生文総参第 1 号一部改正 

                         平成 16 年 4 月 1 日 

                         16 生都参青第５号一部改正 

                         平成 19 年 3 月 12 日 

                         18 生都男女第 179 号一部改正 

                                                  平成 21 年 9 月 11 日 

                         21 生都男女第 87 号一部改正 

                         平成 22 年 7 月 9 日 

                         22 生文総総第 825 号一部改正 

平成 23 年 11 月 1 日 

23 生都平第 148 号一部改正 

平成 25 年 12 月 1 日 

25 生都平第 151 号一部改正 

平成 28 年 1 月 25 日 

27 生都平第 179 号一部改正 

平成 28 年 7 月 7 日 

28 生都平第 121 号一部改正 

 

（設置目的） 

第１ 東京都男女平等参画基本条例第８条に基づく行動計画（以下「行動計画」という。）

の策定及び推進に関して、都民、事業者と都が連携、協力して取り組む場として「東京

都男女平等参画を進める会」（以下「進める会」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 進める会の検討事項は、次に掲げるものとする。 

（１）行動計画における都民及び事業者の取組に関すること。 

（２）行動計画の実施状況に関すること。 

（３）行動計画の推進における都民、事業者と東京都の連携、協力に関すること。 

 

（構成） 
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第３ 進める会は、次に掲げる者を委員として構成する。 

（１）別表に掲げる関係機関・団体の推薦を得て東京都生活文化局長が委嘱する者 

（２）学識経験を有する者（以下「学識経験者」という。）３名以内 

 

（任期） 

第４ 委員の任期は、委嘱の日から２年以内とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とす

る。ただし、再任を妨げない。 

 

（コーディネーター） 

第５ 進める会の円滑な運営を図るために、コーディネーターとして、学識経験者を充てる。 

２ コーディネーターは、事務局と協力して進める会の運営にあたるものとする。 

３ コーディネーターは、検討事項について、専門的な立場から意見を述べるものとする。 

 

（事務局） 

第６ 事務局は、生活文化局都民生活部に置く。 

２ 進める会の会務は、事務局において処理する。 

 

（招集等） 

第７ 進める会は、事務局が招集する。 

２ 進める会の運営上、必要があるときは、進める会に委員以外の者の出席を求めることが

できる。 

 

（会議の公開） 

第８ 進める会の会議は公開とする。ただし、進める会の決定により非公開とすることがで

きる。 

２ 会議録等は、公開するものとする。 

 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、進める会の運営に関して必要なことは、事務局が定め

る。 

 

   附  則 

この要綱は、平成１３年９月１３日から施行する。 

 

   附 則 
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 この要綱は、平成１４年 1 月２９日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月 1 日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月 1 日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１９年４月 1 日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２１年９月１３日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２２年７月１６日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年１月２５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年７月７日から施行する。 
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団体名

1 東京都商工会議所連合会

2 東京都商工会連合会

3 一般社団法人東京経営者協会

4 東京都中小企業団体中央会

5 一般社団法人東京工業団体連合会

6 東京中小企業家同友会

7 公益社団法人東京都医師会

8 公益社団法人東京都看護協会

9 東京都私立幼稚園連合会

10 東京都私立幼稚園PTA連合会

11 東京私立初等学校協会

12 東京私立初等学校父母の会連合会

13 一般社団法人日本私立大学連盟

14 公益社団法人東京都専修学校各種学校協会

15 東京都公立幼稚園・こども園ＰＴＡ連絡協議会

16 一般社団法人東京都小学校PTA協議会

17 東京都公立中学校PTA協議会

18 東京都公立高等学校PTA連合会

19 東京都公立高等学校定通PTA連合会

20 東京都特別支援学校PTA連合会

21 公益社団法人東京青年会議所

22 東京都商店街振興組合連合会

23 JA東京女性組織協議会

24 一般社団法人日本書籍出版協会

25 一般社団法人日本雑誌協会

26 日本労働組合総連合会東京都連合会

27 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟

28 東京都生活協同組合連合会

29 公益社団法人被害者支援都民センター

30 国際ソロプチミストアメリカ日本東リジョン

31 特定非営利活動法人NPOサポートセンター

32 東京ボランティア・市民活動センター

学識経験者

一般財団法人女性労働協会　会長　　鹿嶋　敬

立教大学　名誉教授　　庄司　洋子

東京都男女平等参画を進める会の構成団体及び学識経験者
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東京都男女平等参画を進める会構成団体の概要 

 

１ 東京都商工会議所連合会 

東京（23 区内）と八王子、武蔵野、青梅、立川、むさし府中、町田、多摩の都内 8 つの商工会議

所で構成している連合会 

 

２ 東京都商工会連合会 

多摩地域の 21 商工会と島しょ地域の６商工会で構成している連合会。約 29,000 の事業所が参加

している。 

 

３ 一般社団法人東京経営者協会 
人事・労務・経営分野を機軸とした総合経済団体。現在、都内の約 1,400 の企業、団体等で構成

され、企業・経営者の立場から経済・社会課題や人事・労務管理、雇用、教育、企業防災・事業

継続（BC)、環境等をめぐる経営課題に関する諸テーマに取組んでいる。また、使用者団体として

労使関係や社会の安定に寄与するため、東京都ならびに各種行政関係機関に対して提案・要請を

行っている。 

 

４ 東京都中小企業団体中央会 

中小企業者で組織された業界団体の中央組織で、約 1,750 の地域業種団体で構成。約 275,000 の

中小企業が加入している。中小企業支援のための団体で、中小企業の組織化の推進やその連携を

進めている。 

 

５ 一般社団法人東京工業団体連合会 

会員は都内の工業経営者等で組織する団体で、現在 33 の団体が加盟している。「業種を超えた地

域工業団体の連合組織」として、地域団体（会員）の活動を支援している。 

 

６ 東京中小企業家同友会 

都内の約 2,200 社の中小企業経営者等が加入している団体であり、中小企業の経営者の経営体験

の交流と日常の様々な経営課題を克服する活動を実施している。女性部を中心に、中小企業にお

ける男女平等参画の実現や女性の活躍促進に向けて取り組んでいる。 

 

７ 公益社団法人東京都医師会 

医学技術の発達普及と公衆衛生の向上を図り、社会の福祉を増進することを目的として、設立さ

れた。医学の振興、研鑽に関する事業をはじめとして、公衆衛生、学校保健、地域医療、地域福

祉等の多分野にわたって事業を実施している。 

 

８ 公益社団法人東京都看護協会 

保健師、助産師、看護師、准看護師が自主的に会員となって、会員の総意で運営している組織。

会員数は約47,000人。会員自らの質の向上のための生涯教育や看護業務の調査活動、地域住民の

健康支援、訪問看護事業、看護に関する情報提供などの活動に取り組んでいる。 
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９ 東京都私立幼稚園連合会 

都内私立幼稚園の提携協力によって、私立幼稚園の自主性と公共性を発揮し幼児教育の振興を図

ることを目的とし、約 800 の園が加入している。私立幼稚園教職員の資質向上、幼児教育に関す

る研究調査、私立幼稚園の運営管理に関する研究調査などの事業を行っている。 

 

１０ 東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会 

東京都私立幼稚園連合会に加盟している幼稚園のＰＴＡの連合会 

 

１１ 東京私立初等学校協会 

東京私立初等学校の提携協力によって初等教育の充実向上を図ることを目的として設立され、都

内の私立小学校54校が加盟。初等教育に関する調査研究や学校運営に関する研究調査、教職員の

資質向上のための研修などを行っている。 

 

１２ 東京私立初等学校父母の会連合会 
東京私立初等学校協会に所属する初等学校の父母の会の連合会 

 

１３ 一般社団法人日本私立大学連盟 

全国組織で、122大学で構成。私立大学の教育研究条件の充実向上と経営基盤の確立、教職員の福

利厚生と学生生活の充実等を図るために、私立大学に関連する様々な事業に取り組んでいる。 

 

１４ 公益社団法人東京都専修学校各種学校協会 

東京都内私立専修学校・各種学校を代表する唯一の団体で、現在の会員数は344校で、専修学校・

各種学校教育の充実・振興に努めている。 

 

１５ 東京都公立幼稚園・こども園ＰＴＡ連絡協議会 

東京都公立幼稚園ＰＴＡが相互の連絡を密にし、幼稚園教育の振興を図ること及びＰＴＡ単位の

活動やその連合体の健全な発展推進を図ることを目的に設立された。 

 

１６ 一般社団法人東京都小学校ＰＴＡ協議会 

子供たちの豊かな心と体の健全な育成を願い、研修と活動を展開して社会教育の振興、地域社会

の教育の向上に寄与するために、各地区ＰＴＡ連合組織との連携を緊密に図って、ＰＴＡ活動の

活性化と、家庭・地域の教育力の向上を目指すために設立された。 

 

１７ 東京都公立中学校ＰＴＡ協議会 

ＰＴＡの健全な発展を推進して、青少年の健全な成長を図ることを目的として設立された。 

 

１８ 東京都公立高等学校ＰＴＡ連合会 

ＰＴＡの健全な発展と青少年の健全育成に努め、各地区及び単位ＰＴＡの相互間の連絡・連携を

密にして高等学校教育の振興に寄与することを目的に設立された。 
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１９ 東京都公立高等学校定通ＰＴＡ連合 

都内の定時制・通信制の公立高等学校ＰＴＡの連合会。定時制・通信制の公立高等学校ＰＴＡが

連合して定時制・通信制の普及振興、生徒の福祉・厚生等の活動を行っている。 

 

２０ 東京都特別支援学校ＰＴＡ連合会 

特別支援学校のＰＴＡの連合会。東京都の特別支援学校は現在約60校ある。病弱・盲・ろう・知

的障害・肢体不自由の 5 つの校種の単独又は併置校があり、病気や障害のある児童・生徒が教育

を受けている。本連合会は、病気や障害のある児童・生徒が自分らしく活き活きと活躍できる社

会の実現を目指している。 

 

２１ 公益社団法人東京青年会議所 

「明るい豊かな社会の実現」を理念に掲げて、様々な活動・運動を行っている。全国組織として、

「日本青年会議所」がある。23区内に在住もしくは在勤で、年齢が25歳から40歳の者で構成さ

れており、人種・国籍・性別・職業・宗教・思想の別なく、個々の意思により、自由に入会でき

る。 

 

２２ 東京都商店街振興組合連合会 

商店街が形成されている地域内の小売商業、サービス業等を営む事業者が相互扶助の精神をもっ

て団結し、協同して環境整備事業や販売促進活動等の協同経済事業を行いながら、事業者の事業

の健全な発展と公共の福祉の増進を図っていくことを目的としている組合である。商店街近代化

資料等の配布など商店街指導に関する事業や連合会の青年部、女性部の設立促進事業などの組織

化に関する事業などを行っている。 

 

２３ ＪＡ東京女性組織協議会 

ＪＡ（農業協同組合）は、農家及び地域の人々を組合員とする協同組織。都内で約 6,800 名の会

員を擁している。JA の協同活動を支援することや住みよい地域社会づくりを目的として組織され

たもの。 

 

２４ 一般社団法人日本書籍出版協会 

当協会は1957（昭和32）年3月、出版事業の健全な発展と出版文化の向上に寄与する目的で書籍

出版業者を中心に設立された、日本の出版界を代表する事業者団体である。当協会の運営は、理

事会のもと、知的財産権・流通・出版の自由・国際関係など12の常設委員会を中心として、調査・

研究・広報・事業活動を独自に、あるいは関連団体と連携して幅広い活動を行っている。現在、

会員数は421社 

 

２５ 一般社団法人日本雑誌協会 

「雑誌」の出版を通じて文化の発展を期するため、出版倫理の向上を図り、その他「雑誌」共通

の利益を擁護することを目的として結成された。 

 

２６ 日本労働組合総連合会東京都連合会 
日本労働組合総連合会東京都連合会(連合東京)は、労働組合の全国組織「連合」の首都東京の組

織で、都内在勤の様々な職種の労働者約 114 万人が加盟し、働きやすく暮らしやすい東京をめざ

し、政策・制度要求や労働相談活動など地域に根ざした活動をしている。 
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２７ 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟 

地域婦人団体の連絡協議機関として設立されたもの。共通の目的である男女平等の推進、青少年

の健全育成、家庭生活並びに社会生活の刷新、高齢化社会への対応、地域社会の福祉増進、世界

平和の確立などの実現につとめることを目的としている。全国組織として全国地域婦人団体連絡

協議会がある。 

 

２８ 東京都生活協同組合連合会 
地域、職域、医療、大学、共済など会員生協（77生協)連帯の中心となり、協同互助の精神によっ

て、その事業経営と組合員活動の発展のために活動している。 

 

２９ 公益社団法人被害者支援都民センター 

犯罪被害者やその遺族に対する精神的支援その他各種支援活動や、社会への啓発活動を行うこと

で、被害者や遺族の被害の軽減や回復に資することを目的とする公益社団法人である。 

 

３０ 国際ソロプチミストアメリカ日本東リジョン 

国際ソロプチミストは国連の経済社会理事会（ECOSOC）の総合協議資格を持つ数少ない女性の奉

仕団体である。国際ソロプチミストアメリカ連盟に属する日本東リジョンは80強のクラブが主体

となり社会的・経済的エンパワーメントをもたらすプログラムを通じて女性と女児の生活を向上

させるため活動している。 

 

３１ 特定非営利活動法人ＮＰＯサポートセンター 

多様な市民活動への実践的な支援や、法制度の改革を含めた市民活動推進のための支援システム

の開発・提言を行うことで、市民活動の定着とその基盤整備を目指して活動している。 

 

３２ 東京ボランティア・市民活動センター 

様々な分野のボランティア活動の躍進・支援を目的として設立されたもので、現在は、これに加

えて、市民活動（市民たちが主体となり営利を目的とせず、他者や社会に対して貢献する活動）

の推進・支援を行っている。 
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男女共同参画社会基本法 （平成11年6月23日法律第78号） 
 
最終改正：平成11年12月22日法律第160号 

 

 前文 

 第１章 総則（第１条―第１２条） 

 第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条―第２０条） 

 第３章 男女共同参画会議（第２１条―第２８条） 

 附則 

 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の

実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められて

きたが、なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変

化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別

にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実

現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決

定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、

将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総

合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

 
第１章 総則  

（目的）  

第１条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる

豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男

女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義）  

第２条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均

等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うべき社会を形成することをいう。 
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 二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること

をいう。 

（男女の人権の尊重）  

第３条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男

女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が

確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければなら

ない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第４条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別に

よる固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でな

い影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあ

ることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対し

て及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第５条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは

地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画

する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第６条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調）  

第７条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有し

ていることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければ

ならない。 

（国の責務）  

第８条  国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理

念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有

する。 

（地方公共団体の責務）  

第９条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務）  

第１０条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基

本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等）  
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第１１条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な

法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等）  

第１２条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じよ

うとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、こ

れを国会に提出しなければならない。 

 
 
第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第１３条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共

同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

 二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共

同参画基本計画を公表しなければならない。 

５  前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等）  

第１４条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府

県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の大綱 

 二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該

市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を

定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮）  
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第１５条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められ

る施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなけれ

ばならない。 

（国民の理解を深めるための措置）  

第１６条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解

を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等）  

第１７条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女

共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必

要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因

によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じな

ければならない。 

（調査研究）  

第１８条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に

関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調

査研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置）  

第１９条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府

又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力

の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第２０条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情

報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

 
第３章 男女共同参画会議  

（設置）  

第２１条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務）  

第２２条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一  男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。 

 二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審

議すること。 

 三  前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 四  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、

及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認

－ 227 －



参考資料

 
 

めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織）  

第２３条  会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。 

（議長）  

第２４条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２  議長は、会務を総理する。 

（議員）  

第２５条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

 二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣

が任命する者 

２  前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であっては

ならない。 

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議

員の総数の１０の４未満であってはならない。 

４  第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期）  

第２６条  前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２  前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等）  

第２７条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明

その他必要な協力を求めることができる。 

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規

定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任）  

第２８条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 

附則 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」

という。）第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定

により置かれた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。 
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２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女

共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定によ

り、審議会の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命された

ものとみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会

設置法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の

残任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女

共同参画審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、

それぞれ、この法律の施行の日に、第２４条第１項の規定により審議会の会長として定

められ、又は同条第３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名さ

れたものとみなす。 

 
附則 （平成11年7月16日法律第102号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日

から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

二 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第

３０条の規定 公布の日 

（職員の身分引継ぎ） 

第３条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚

生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下こ

の条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和23年法律第120

号）第８条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準

調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）で

ある者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後

の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又

はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する

従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部

局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。 

（別に定める経過措置） 

第30条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。 

 
 
附則 （平成11年12月22日法律第160号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13年１月６日から施行する。 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

 

 第一章 総則（第一条―第四条）  

 第二章 基本方針等（第五条・第六条）  

 第三章 事業主行動計画等  

  第一節 事業主行動計画策定指針（第七条）  

  第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条）  

  第三節 特定事業主行動計画（第十五条）  

  第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条）  

 第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条―第二十五

条）  

 第五章 雑則（第二十六条―第二十八条）  

 第六章 罰則（第二十九条―第三十四条）  

 附則  

    

第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女

性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職

業生活における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社

会基本法 （平成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活におけ

る活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責

務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活に

おける活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活に

おける活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少

子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで

活力ある社会を実現することを目的とする。  

（基本原則）  

第二条  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の

格差の実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対

する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の

積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職

場における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個

性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。  

２  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、

育児、介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことそ

の他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、

男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活にお

ける活動について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を
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行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的

な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。  

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との

両立に関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務）  

第三条  国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進につ

いての基本原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、

女性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しな

ければならない。  

（事業主の責務）  

第四条  事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働

者に対する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生

活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。  

 

第二章 基本方針等  

（基本方針）  

第五条  政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策を総合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基

本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向  

二  事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基

本的な事項  

三  女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四  前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な

事項  

３  内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方

針を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。  

（都道府県推進計画等）  

第六条  都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県

推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

２  市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都
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道府県推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。  

３  都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

 

第三章 事業主行動計画等  

   第一節 事業主行動計画策定指針  

第七条  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針

に即して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十五条第一項に規定する特

定事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指

針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。  

２  事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指

針となるべきものを定めるものとする。  

一  事業主行動計画の策定に関する基本的な事項  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項  

三  その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項  

３  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

第二節 一般事業主行動計画  

（一般事業主行動計画の策定等）  

第八条  国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、

常時雇用する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、

一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、

厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする

目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びそ

の実施時期  

３  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとす

るときは、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の

割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める

女性労働者の割合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況

を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析

した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前

項第二号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤
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務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の

割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなけ

ればならない。  

５  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。  

６  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとと

もに、一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

７  一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動

計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところによ

り、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様

とする。  

８  第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更

しようとする場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主

が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定）  

第九条  厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主か

らの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なもの

であることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うこ

とができる。  

（認定一般事業主の表示等）  

第十条  前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認定一般

事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取

引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品

等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。  

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわ

しい表示を付してはならない。  

（認定の取消し）  

第十一条  厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、

第九条の認定を取り消すことができる。  

一  第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

二  この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

三  不正の手段により第九条の認定を受けたとき。  

（委託募集の特例等）  

第十二条  承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時

雇用する労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）

が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主
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団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一

号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である中小事業主については、

適用しない。  

２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連

合会その他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省

令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚

生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業

主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保

に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当

該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行

ったものをいう。  

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと

認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。  

４  承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に

関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。  

５  職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合につい

て、同法第五条の三第一項及び第三項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、

第四十八条の三、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二の

規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条

の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与に

ついて、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同条第二項に

規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三十

七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事し

ようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、

又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。  

６  職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適用については、同法第

三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事さ

せようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の二中「第

三十九条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（平成二十七年法律第六十四号）第十二条第四項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。  

７  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況に

ついて報告を求めることができる。  

第十三条  公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事

する承認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、

かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集

の効果的かつ適切な実施を図るものとする。  

（一般事業主に対する国の援助）  
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第十四条  国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定

しようとする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般

事業主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく

措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。  

第三節 特定事業主行動計画  

第十五条  国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるも

の（以下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策

定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなけ

ればならない。  

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする

目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びそ

の実施時期  

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府

令で定めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数

の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその

事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業

生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を

勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目標につい

ては、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、

勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。  

４  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を職員に周知させるための措置を講じなければならない。  

５  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。  

６  特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状

況を公表しなければならない。  

７  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主

行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表  

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十六条  第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女

性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

２  第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業

生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の
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職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。  

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十七条  特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営も

うとする女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置  

（職業指導等の措置等）  

第十八条  国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、

職業訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

２  地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相ま

って、職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談

に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。  

３  地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施

することができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができ

る。  

４  前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、

正当な理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（財政上の措置等）  

第十九条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支

援するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

（国等からの受注機会の増大）  

第二十条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖

縄振興開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定める

ものをいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一

般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般

事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。  

２  地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他

の必要な施策を実施するように努めるものとする。  

（啓発活動）  

第二十一条  国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国

民の関心と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものと

する。  

（情報の収集、整理及び提供）  

第二十二条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国

内外における女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整

理及び提供を行うものとする。  

（協議会）  
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第二十三条  当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に

関する事務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」

という。）は、第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定によ

り地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に

有用な情報を活用することにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成さ

れる協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。  

２  協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第十八条第三項

の規定による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員

として加えるものとする。  

３  協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者

を構成員として加えることができる。  

一  一般事業主の団体又はその連合団体  

二  学識経験者  

三  その他当該関係機関が必要と認める者  

４  協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」とい

う。）が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情

報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。  

５  協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。  

（秘密保持義務）  

第二十四条  協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な

理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（協議会の定める事項）  

第二十五条  前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。 

  

第五章 雑則  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第二十六条  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八

条第一項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告を

することができる。  

（権限の委任）  

第二十七条  第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生

労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。

  

（政令への委任）  

第二十八条  この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令

で定める。  
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第六章 罰則  

第二十九条  第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定に

よる業務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は

百万円以下の罰金に処する。 

第三十条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰

金に処する。 

一  第十八条第四項の規定に違反した者  

二  第二十四条の規定に違反した者  

第三十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の

罰金に処する。  

一  第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示

に従わなかった者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違

反した者  

第三十二条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一  第十条第二項の規定に違反した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告を

せず、又は虚偽の報告をした者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り

若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは

虚偽の陳述をした者  

第三十三条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、第二十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

第三十四条  第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万

円以下の過料に処する。  

 

附 則 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第

五章（第二十八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条

の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。  

（この法律の失効） 

第二条  この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。  

２  第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の

規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

３  協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二

十四条の規定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定
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する日後も、なおその効力を有する。  

４  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項

の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

（政令への委任） 

第三条  前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要

な経過措置は、政令で定める。  

（検討） 

第四条  政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状

況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  
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1970年代 １９７５年６月（昭５０）
国際婦人年世界会議
（メキシコシティ） １９７５年９月（昭５０）

○ 「婦人の平等と開発と平和への婦人の寄与 総理府婦人問題企画推進本部設置 １９７６年８月（昭５１）
に関する１９７５年メキシコ宣言」採択 都民生活局婦人計画課設置

○ １９７６～８５年の１０年間を
「国際婦人の１０年」と宣言 １９７７年１月（昭５２）

１９７７年１０月（昭５２）
１９７８年５月（昭５３）

東京都婦人問題会議答申

「東京都行動計画策定に当たっての

基本的な考え方と施策の方向性について」

１９７８年１１月（昭５３）

１９７９年１２月（昭５４）

第３４回国連総会で採択
（１９８１年９月発効）

1980年代 １９８０年７月（昭５５） １９８０年７月（昭５５）署名

　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　

１９８１年２月（昭５６）

１９８１年５月（昭５６）
１９８２年７月（昭５７）

東京都婦人問題協議会答申
第６７回ILO総会で採択 「『国連婦人の１０年』後半期における
（１９８１年９月発効） 東京都婦人関係施策のあり方について」

１９８３年１月（昭５８）
１９８５年６月（昭６０）批准（７２番目）

・ 育児休業法　成立（１９７５）
（女子教育職員、看護婦、保母等のみ対象）

・ 民法　改正（１９７６）
（離婚時の氏使用可能等）

１９８５年７月（昭６０） ・ 国籍法、戸籍法、改正・施行（１９８４） 　　　　　　　　　　　　　
（父系血統主義から父母両系血統主義へ） 東京都婦人問題協議会報告

・ 男女雇用機会均等法　成立（１９８５） 「男女平等の社会的風土づくり」（１９８５年２月）
・ 労働基準法　改正

（女子の保護措置の廃止・緩和、母性保護 「２１世紀へ向けての新たな展開」（１９８７年３月）
措置の拡充）

１９８７年５月（昭６２） 「２１世紀へ向け男女平等の実現をめざして」
（１９８９年３月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1990年代 １９９０年５月（平成２）
１９９０年７月（平成２）

東京都女性問題協議会報告
「２１世紀へ向け女性問題解決のための
新たな行動計画の策定について」

１９９１年３月（平成３）

１９９１年４月（平成３）
１９９１年５月（平成３） 東京都男女平等推進基金設置

〔　国　連　関　係　〕 〔　国　〕 〔　東　京　都　〕

男女平等参画推進の主な動き

世界行動計画

女子差別撤廃条約

国連婦人の１０年
後半期行動プログラム

ＩＬＯ第１５６号条約
（家族的責任を有する労働者条約）

「国連婦人の１０年」最終年
世界会議（ナイロビ）
○２０００年までに少なくとも１回の

世界会議を開くことを決議

婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略

（３７２項目）

ナイロビ将来戦略に関する第１回
見直しと評価に伴う勧告及び結論

国内行動計画
後期重点目標 決定

西暦２０００年に向けての
新国内行動計画第一次改定
○計画期間：平成３～７年度

女性問題解決のための東京都行動計画 策定
「２１世紀へ 男女平等推進とうきょうプラン」
○計画期間：平成３～１２年度

西暦２０００年に向けての
新国内行動計画
○計画期間：昭和６２～７５年度

（平成１２）

「国連婦人の１０年」中間年年世界会議
（コペンハーゲン）
○サブテーマ「雇用・健康・教育」
○女子差別撤廃条約署名式（５７か国）

採択

採択 国内行動計画 策定
○計画期間：昭和５２～６１年度

国内行動計画
前期重点目標 発表

婦人問題解決のための東京都行動計画 策定
○計画期間：昭和５４～６０年度

婦人問題解決のための新東京都行動計画 策定
「男女の平等と共同参加へのとうきょうプラン」
○計画期間：昭和５８～６５年度（平成２年度）

採択
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〔　国　連　関　係　〕 〔　国　〕 〔　東　京　都　〕

１９９２年７月（平成４）
１９９２年１２月（平成４） 財団法人東京女性財団設立

婦人問題担当大臣設置 東京都女性問題協議会報告
「男女平等の社会的風土づくり」（１９９３年３月）

１９９４年７月（平成６） 「都政における男女平等施策の新たな展開に向けて」
総理府男女共同参画室設置 （１９９５年３月）

１９９４年９月(平成６）
世界人口・開発会議（カイロ） １９９５年６月批准（平成７)（２３番目）
○ リプロダクティブ・ヘルス／ライツを ○ 育児休業法　成立（１９９１）

打ち出した行動計画を採択 ○ 育児・介護休業法　成立（１９９５）
（介護休業制度を法制化。
平成１１年からは休業の制度化が事業主の義務）

１９９５年９月（平成７）
１９９５年１１月（平成７）

東京ウィメンズプラザ開館
１９９６年１２月（平成８）

１９９７年６月（平成９）
・男女雇用機会均等法　改正 １９９７年１１月（平成９）

（差別解消努力義務から差別禁止規定へ 東京都女性問題協議会報告
セクハラ防止、ポジティブアクションへの対応） 「男女が平等に参画するまち東京」

・労働基準法　改正
（女性の時間外・休日労働、深夜業規制を解消等） １９９８年３月（平成１０）

・育児・介護休業法　改正
（労働者の深夜業制限の制度創設）

１９９８年８月（平成１０）
１９９９年６月（平成１１） 東京都女性問題協議会報告

「男女平等参画の推進に関する条例の
基本的な考え方について」

2000年代 ２０００年３月（平成１２）
２０００年６月（平成１２）

２０００年１２月（平成１２）

２００１年１月（平成１３）
内閣府男女共同参画局設置

２００１年４月（平成１３）
配偶者暴力防止法　成立 ２００１年７月（平成１３）

２００１年１１月（平成１３） 東京都男女平等参画審議会答申
育児･介護休業法　改正 「男女平等参画のための東京都行動
（勤務時間の短縮等の対象となる子の年齢 計画の基本的考え方」
の引上げ等）

２００２年１月（平成１４）

２００２年４月（平成１４）
配偶者暴力相談支援センタ-業務を開始

２００２年１２月（平成１４）
財団法人東京女性財団解散

２００３年３月（平成１５）
東京都男女平等推進基金廃止

２００４年６月（平成１６）
配偶者暴力防止法　改正 ２００４年７月（平成１６）
（暴力に精神的暴力を含め、対象に元配偶者 　 東京都男女平等参画審議会調査審議報告
も含める、子への接近禁止命令を可能に） 　 「配偶者暴力に関する被害実態の把握・分析

及び対策について」
２００４年１２月（平成１６）

育児・介護休業法　改正
（対象者の拡大、育休期間延長、介護休業の
取得回数制限の緩和、子の看護休暇創設） 　

２００５年１２月（平成１７） ２００５年１２月（平成１７）
２００６年３月（平成１８）

　 「東京都配偶者暴力対策基本計画」策定
　 ○計画期間：平成１８～２０年度

２００６年６月（平成１８）
男女雇用機会均等法　改正 ２００６年１２月（平成１８）
（男女双方に対する差別の禁止、間接差別の 東京都男女平等参画審議会答申
禁止、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの 「男女平等参画のための東京都行動計画の改定
禁止、セクハラ対策の措置義務化） にあたっての基本的考え方について」

第４回世界女性会議
（北京）

行動綱領

男女共同参画
２０００年プラン
○計画期間：平成１２年度まで

男女平等推進のための東京都行動計画 策定
「男女が平等に参画するまち東京プラン」
○計画期間：平成１０～１９年度

男女共同参画社会基本法 成立・施行

東京都男女平等参画基本条例 成立・施行

男女共同参画基本計画
○計画期間（施策）：平成１３～１７年度まで

国連婦人の地位委員会
「北京＋１０」閣僚級会合（ニューヨーク）

男女共同参画基本計画（第２次）
○計画期間（施策）：平成１８～２２年度まで

男女平等参画のための東京都行動計画 策定
「チャンス＆サポート東京プラン２００２」

○計画期間：平成１４～１８年度

国連特別総会
「女性２０００年会議」（ニューヨーク）

採択

－ 241 －



参考資料

〔　国　連　関　係　〕 〔　国　〕 〔　東　京　都　〕

２００７年３月（平成１９）
２００７年７月（平成１９）

配偶者暴力防止法　改正
（保護命令制度の拡充等）

２００７年１２月（平成１９）
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
憲章」及び「仕事と生活の調和促進のための
行動指針」策定 ２００８年２月（平成２０）

東京都男女平等参画審議会調査審議報告
「企業の実態に即したワーク・ライフ・バランスの
推進について」

２００９年３月（平成２１）
２００９年６月（平成２１） 「東京都配偶者暴力対策基本計画」策定

育児・介護休業法　改正 ○計画期間：平成２１～２３年度
（子育て中の短時間勤務制度の義務化、
父親の育児休業の取得促進等）

2010年代 ２０１０年３月（平成２２）
女性のエンパワーメント原則（WEPｓ）の
作成

２０１０年３月（平成２２）
２０１０年６月（平成２２）

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」
の新合意発表

２０１０年１２月（平成２２）
２０１１年１月（平成２３）

○ジェンダー平等と女性のエンパワーメントの ２０１２年１月（平成２４）
ための国際機関（ＵＮ　Ｗomen ）発足 東京都男女平等参画審議会答申

「男女平等参画のための東京都行動計画の改定
に当たっての基本的考え方について」
「東京都配偶者暴力対策基本計画の改定
に当たっての基本的考え方について」

２０１２年３月（平成２４）
２０１３年６月（平成２５）

配偶者暴力防止法　改正
（生活の本拠を共にする交際相手からの
暴力についても法の適用対象とする等）

「東京都配偶者暴力対策基本計画」　改定
○計画期間：平成２４～２８年度

２０１５年３月（平成２７）

２０１５年９月（平成２７）
国連サミット（ニューヨーク） ２０１５年１２月（平成２７）
○ 持続可能な開発のための２０３０アジェンダ

（２０３０アジェンダ）を採択 ２０１６年２月（平成２８）
「東京都女性活躍推進白書」策定

２０１６年３月（平成２８）
育児・介護休業法等　改正
（介護休暇・子の看護休暇の取得単位の柔軟化、
育児休業等の対象となる子の範囲の拡大、
妊娠・出産等に関するハラスメント防止措置義務等）

２０１６年４月（平成２８）
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（女性活躍推進法）　施行

２０１６年６月（平成２８）
「ニッポン一億総活躍プラン」

２０１７年１月（平成２９）
東京都男女平等参画審議会答申

「東京都女性活躍推進計画の策定
に当たっての基本的考え方について」
「東京都配偶者暴力対策基本計画の改定
に当たっての基本的考え方について」

２０１７年３月（平成２９）

男女平等参画のための東京都行動計画 改定
「チャンス＆サポート東京プラン２００７」

○計画期間：平成１９～２３年度

国連婦人の地位委員会
「北京＋１５」記念会合（ニューヨーク）

男女平等参画のための東京都行動計画 改定
「チャンス＆サポート東京プラン２０１２」

○計画期間：平成２４～２８年度

第３次男女共同参画基本計画
○計画期間（施策）：平成２３～２７年度まで

東京都男女平等参画推進総合計画 策定
「東京都女性活躍推進計画」 策定
「東京都配偶者暴力対策基本計画」 改定

○計画期間：平成２９～３３年度

第４次男女共同参画基本計画
○計画期間（施策）：平成２８～３２年度まで

国連婦人の地位委員会
「北京＋２０」（ニューヨーク）
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